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やんばる河川・海岸自然再生協議会解散の経緯について

１．解散経緯

当協議会は、平成１５年に施行された自然再生推進法に基づき、リュウキュウアユの復

元に取り組んできた団体及び河川海岸管理者が中心となり、沖縄本島北部地域の河川・海

岸環境の自然再生を図るため自然再生推進法に基づく協議会として設立した。

各委員の基本的な考え方（自然再生の対象及び保全の考え）について意見の相違があり、

２年余の時間をかけて本協議会の目的及び内容を説明したが、協議会としての合意を得る

ことができなかった。この様な状況に対して地元の委員を中心に、協議会からの脱会また

は、協議会解散の意見が多く出され、協議会の継続が不可能な状況となり協議会の合意と

して解散するに至った。

参 考

１.発意者（実施者）

①リュウキュウアユを蘇生させる会

②沖縄県（河川管理者、海岸管理者）

③沖縄総合事務局（河川管理者）

２.構 成

①組織構成

・自然再生協議会 ： 構成は下記のとおり（６６人）

・分科会 ： 源河川、与那川、奥川、海岸、流域、啓発活動･環境学習

・起草委員会 ： 全体構想(案)を作成する

②委員構成

・実 施 者 ： ４人（４機関）

・関係行政機関 ： １６人（国の機関６､県の機関６､地元市町村４）

・ＮＰＯ団体等 ： ２３人（NPO法人､環境団体､営利法人等２３団体）

・個人委員 ： ２３人 【計６６人】

３.協議経緯
①平成１６年２月発意者による設立準備会を経て委員を公募、同年６月沖縄本島北部地域

（やんばる）の河川・海岸の再生を図るため、自然再生推進法に基づく協議会として設

立。

②個別課題毎に協議を行うため、平成１７年５月に分科会を設置。（６分科会）

③全体構想（案）については協議会委員の意見を反映させるため、各分科会の代表及び

行政委員からなる全体構想起草委員会を平成１８年２月に設置し、精力的に全体構想

（案）の作成作業を実施。

④第８回から第１０回協議会において、起草委員会で作成した全体構想(案)に基づき協議

を行うが基本的な考え方で意見の相違があり合意は得られなかった。このような状況に

対し地元委員を中心として、本協議会脱会の意思表明、解散動議の提案が相次ぎ協議

会における継続協議が不可能な状態となり協議会の合意として本協議会を解散すること

となった。


